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全国初！京都の金融機関と労働行政が連携して 

働き方改革に向けた取組を始めます 

－働き方改革に向けた京都の労働行政と金融機関の連絡会議の設置について－ 
 

京都労働局（局長 井内雅明）は、「働き方改革」が政府の最重点課題として推進されて

いる中で、京都府内の金融機関と労働行政が連携して、中小企業における生産性の向上や地

域経済の活性化及び働き方改革の推進を図るため、「働き方改革に向けた京都の労働行政と

金融機関の連絡会議（以下、「連絡会議」という）」を設置し、第 1 回連絡会議を開催いた

します。 
全国各地で金融機関との連携施策が展開されていますが、地域の主要金融機関等を構成員

とする連絡会議により働き方改革を進めるのは、全国初の取組です。 
 

 

１ 第 1 回連絡会議の開催日時・場所    

    平成２９年３月１日(水) 11 時 00 分～12 時 00 分 

京都労働局６階会議室 

２ 構成メンバー 

    （金融機関）     京都銀行、京都信用金庫、京都中央信用金庫、京都北都信用金庫 

（行政機関）     京都労働局、京都府、京都市 

（オブザーバー） 京都銀行協会、京都府信用金庫協会 

３ 設置目的 

    労働行政と京都の金融機関等との効果的・積極的な連携により、 

     （１）京都の中小企業の労働生産性向上を加速化させること 

（２）長時間労働の削減、女性の活躍推進、非正規雇用労働者の待遇改善を図ること 

４ 取組内容 

    京都の中小企業等に対する、 

（１）人材確保・人材育成のための支援（助成金の活用、公的職業訓練の活用等） 

（２）働き方改革への支援（働き方コンサルタントの活用、認定制度の普及等） 

（３）その他の支援（法改正・制度改正に当たっての情報提供、人材確保支援等） 

５ 事務局 

    京都労働局雇用環境・均等室（電話 075－241－3212） 
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